
都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期 今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期

北海道 札幌市消防局 50 50 49 0% +2% 2,170 2,110 1,860 +3% +17%

青森県 青森地域広域事務組合消防本部 0 0 0 － － 221 257 248 -14% -11%

岩手県 盛岡地区広域消防組合消防本部 15 9 17 +67% -12% 377 360 316 +5% +19%

宮城県 仙台市消防局 60 50 63 +20% -5% 1,152 1,138 1,163 +1% -1%

秋田県 秋田市消防本部 0 0 0 － － 224 264 224 -15% 0%

山形県 山形市消防本部 5 3 16 +67% -69% 218 229 247 -5% -12%

福島県 福島市消防本部 7 9 4 -22% +75% 286 292 299 -2% -4%

茨城県 水戸市消防局 9 17 23 -47% -61% 235 279 314 -16% -25%

栃木県 宇都宮市消防局 1 3 2 -67% -50% 484 468 417 +3% +16%

群馬県 前橋市消防局 0 0 0 － － 372 366 359 +2% +4%

埼玉県 さいたま市消防局 38 35 54 +9% -30% 1,519 1,325 1,467 +15% +4%

千葉県 千葉市消防局 69 77 110 -10% -37% 1,248 1,208 1,173 +3% +6%

東京都 東京消防庁 954 16,135

神奈川県

川崎市消防局 16 17 48 -6% -67% 1,514 1,525 1,635 -1% -7%
横浜市消防局 27 40 78 -33% -65% 4,113 4,113 4,483 0% -8%
相模原市消防局 24 15 22 +60% +9% 753 758 850 -1% -11%

新潟県 新潟市消防局 4 3 2 +33% +100% 768 798 799 -4% -4%

富山県 富山市消防局 1 2 0 -50% 皆増 464 427 400 +9% +16%

石川県 金沢市消防局 4 4 6 0% -33% 438 366 464 +20% -6%

福井県 福井市消防局 0 0 0 － － 211 203 216 +4% -2%

山梨県 甲府地区広域行政事務組合消防本部 5 5 10 0% -50% 326 325 302 +0% +8%

長野県 長野市消防局 0 0 0 － － 387 407 403 -5% -4%

岐阜県 岐阜市消防本部 1 1 0 0% 皆増 536 502 540 +7% -1%

静岡県
静岡市消防局 2 0 1 皆増 +100% 803 838 841 -4% -5%
浜松市消防局 9 2 14 +350% -36% 681 703 697 -3% -2%

愛知県 名古屋市消防局 8 6 28 +33% -71% 2,700 2,755 2,819 -2% -4%

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（R8.4/20(月)～R8.4/26(日)分）

都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期 今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期

三重県 四日市市消防本部 0 0 0 － － 287 285 305 +1% -6%

滋賀県 大津市消防局 0 0 0 － － 354 362 338 -2% +5%

京都府 京都市消防局 12 15 16 -20% -25% 1,844 1,747 1,815 +6% +2%

大阪府
大阪市消防局 54 57 113 -5% -52% 4,504 4,599 4,636 -2% -3%
堺市消防局 18 8 30 +125% -40% 1,220 1,234 1,189 -1% +3%

兵庫県 神戸市消防局 11 9 28 +22% -61% 1,477 1,607 1,698 -8% -13%

奈良県 奈良市消防局 9 7 7 +29% +29% 457 429 415 +7% +10%

和歌山県 和歌山市消防局 3 3 11 0% -73% 407 405 400 +0% +2%

鳥取県 鳥取県東部広域行政管理組合消防局 0 0 0 － － 212 183 190 +16% +12%

島根県 松江市消防本部 0 0 0 － － 186 183 197 +2% -6%

岡山県 岡山市消防局 1 1 5 0% -80% 638 681 720 -6% -11%

広島県 広島市消防局 42 31 67 +35% -37% 1,271 1,323 1,339 -4% -5%

山口県 下関市消防局 3 2 4 +50% -25% 339 307 323 +10% +5%

徳島県 徳島市消防局 10 6 18 +67% -44% 269 254 270 +6% -0%

香川県 高松市消防局 14 11 27 +27% -48% 478 431 486 +11% -2%

愛媛県 松山市消防局 2 2 0 0% 皆増 541 546 530 -1% +2%

高知県 高知市消防局 4 1 9 +300% -56% 397 352 374 +13% +6%

福岡県
福岡市消防局 21 21 54 0% -61% 1,686 1,680 1,773 +0% -5%

北九州市消防局 6 3 2 +100% +200% 1,037 1,090 1,079 -5% -4%

佐賀県 佐賀広域消防局 0 1 4 皆減 皆減 301 301 334 0% -10%

長崎県 長崎市消防局 3 8 16 -63% -81% 459 463 538 -1% -15%

熊本県 熊本市消防局 25 21 35 +19% -29% 843 772 826 +9% +2%

大分県 大分市消防局 7 3 12 +133% -42% 454 395 459 +15% -1%

宮崎県 宮崎市消防局 9 12 13 -25% -31% 388 360 385 +8% +1%

鹿児島県 鹿児島市消防局 6 0 1 皆増 +500% 605 688 684 -12% -12%

沖縄県 那覇市消防局 1 0 5 皆増 -80% 394 449 420 -12% -6%

合 計 616 570 1,978 +8% -69% 43,248 43,142 60,394 +0% -28%※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数４回以上」かつ
「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁宛て報告のあったものとしている。

        なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。
※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ 医療機関の受け入れ体制確保等に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ 本表における今回及び前週の件数は、速報値である。
※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。

※６ 東京消防庁については、システム改修のため集計対象外としている（R8.2.1～）。
※７ 仙台市消防局はシステムが復旧したため、先週分のデータも反映させた。

【参考】
前 回 合 計 570 633 2,185 -10% -74% 43,142 43,282 63,042 -0% -32%

R8.4.28
総務省消防庁
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※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。
※６ 東京消防庁については、システム改修のため集計対象外としている(R8.2.1～）。
※７  救急搬送困難事案数(R8.1.26～R8.2.1) ●   救急出動件数(R8.1.26～R8.2.1)

 救急搬送困難事案数(R8.2.2~) 救急出動件数(R8.2.2~)
※８ 仙台市消防局はシステムが復旧したため、先週分のデータも反映させた。

※１  本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数
４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁あて報
告のあったもの。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ 医療機関の受入れ体制確保に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ この数値は速報値である。

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（各週比較） R8.4.28
総務省消防庁
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